























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































35 36 37 38 39
法　　人　　税 208 325 335 315 514
所　　得　　税 88 120 128 159 232
関　　　　税 250 785 2，051 3，395 3，853
揮発　油　税 一 3，223 7，7277，802 8，591
????????
物　　品　　税 … 一 99 365 347
と　　ん　　税 一 一 8 12 28
小　　計（A） 546 4，453 10，34812，048 13，565
県民税（法人） 11 18 18 17 29
事業税（法人） 73 116 130 127 192
不動産取得税 6 35 58 24 33
地
?????????
娯楽施設利用税 6 8 8 7 4
自　動　：車税 15 20 25 31 18
軽油取引税 19 33 34 65 49
小　　　　計 13G 23G 273 271 325
市民『税（個人） 10 42 71 87 114????????方
税
市民税（法人） 21 28 30 30 46
固定資産税 84 107 285 412 457
軽自動車税
たばこ消費税 1 1 2 2 4
電気ガス税 41 45 37 36 43
都市計画税 2 5 8 12
特別とん譲与税 11 15
?「?
小 計 159 228 444 594 714










区 税 収 推 移
地域開発と広域都市圏（VI）
（単位百万円）
40
691
322
4，442
11，862
727
34
18，078
37
245
81
4
32
57
456
141
56
656
5
62
23
43
986
1，442
19，520
12．54
41
1，281
371
5，887
13，598
870
46
22，053
73
453’
78
4
47
101
756
190
1’P5
889
6
80
36
62
1，378
2，534
24，187
10．33
42
2，621
507
9．013
22，000
1，900
71
36，112
152
997
103
7
70
129
1，458
311
260
1，190
8
85
78
88
2，020
3，478
39，590
10．38
43
3，086
1，612
6　，267
22，110
2，619
93
35，787
178
1，149
217
16
107
209
．　1，876
384
264
1，834
10
90
98
116
2，796
4，672
40，459
7．66
44
4，775
2，010
11，289
26，213
3，058
120
47，465
277
1，743
194
18
146
243
2，621
396
418
2，714
15
20
202
143
178
4，086
6，707
54，172
7．08
45
3，922
6，082
14，059
26，297
4，722
440
55，522
339
2，IP7
333
30
164
267
3，330
275
587
4，198
20
24
317
184
237
5，842
9，172
64，694
6．05
45〜?35
18，073
11，631
61，291
149．423
14，707
852
255，977
1，149
7，422
1，162
112
675
1，206
11，726
2，021
1，855
12，826
35
83
1，038
604
785
19，247
30，973
286，950
8．26
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むね1，000億ないし1，500億ぐらい。従ってまあ水島はそれの倍近くがもらえる
　　　　　　　　　　　　　　　　くアののではないかというように考えておる。」と述べている。新産業都市建設促進
法による国の財政援助は、40年5月目成立した「新産業都市建設及び工業整備
特別地域整備のための国の財政上の特別措置に関する法律」によって、新産業
都市建設基本計画に基づいて実施される国庫補助負担事業または直轄事業の県
の超過負担分について地方債が特別に許可され利子の一部が国から補給される
ことになった。また市町村に対しては国の負担額の増額が行われることにな
った。40年度から51年度までの地方債の許可額の累計は第22表に示すように87
第22表　新産業都市建設事業債
　　　　　　　　　単位百万円
鞭綱劉利子補纐??????　371
　191
　241
　346
　248
　469
　872
1，745
1，381
　852
　967
1，e88
?????? ??
一af．　1　s，771　i　1，0s4
出所　岡山県企画部企画課
第23表　市町村に対する国庫負担
　　　　のかさ上げmtt百万円
年度　通常額　かさ上げ額????　799
　992
1，353
1，701
2，087
3，824
5，108
5，471
6，235
7，837
8，251
??
???????? ?
3
一ar一　1　43，74s　1　2，s34
出所　岡山県企画部企画課
億7，100万円、利子補給額は10億5，400万円であり、国庫負担のかさ上げ額は第23
表に示すように25億3，400万円である。
　三木は新産業都市建設促進法による第1号の指定を受けるには7市26町村が
合併して単一の都市となっている既成事実が有利な条件になると判断したが、
（70）岡山県議会37年9月定例会議会議録、第2号、49～50ページ
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中央の政治情勢から指定が大幅に遅れたことが合併の大義名分を消滅させてし
まった。
　いかに三木が力んでみても合併するのは市町村である。そして周辺の市町村
が合併に熱意を見せても、中心となる岡山・倉敷両市が合併しなければ百万都
市の建設は不可能である。このことは三木が合併に取り組む決意を披渥して県
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ　ユ　の幹部に協力を求めた時から問題となっていた。勢力の拮抗する二つの都市が
合併することは困難な場合が多い。まして倉敷市には備前池田藩の下風に立つ
ことを嫌う天領意識と源資となりつつある水島を手放したがらぬ市民感情があ
った。倉敷市民の岡山市に対する対抗意識は同時に三木に率いられた県の合併
推進運動に向けられた。高橋の強硬な行動は大原の思想に拠り所を置いていた
ばかりでなく倉敷の市民感情に支えられていた。むしろ高橋は煽り立てれば燃
え上る市民感情を計算して、三木の横暴を非難し、倉敷市の伝統を強調し、収
獲の時期に来た水島を奪われる損失を訴えた。寺田は三木の百万都市が不必要
な周辺の弱小町村を抱え込んだことと、三木の一方的な合併強行を非難して孤
立無援な中で頑強に闘い抜いた。’ O木の合併促進運動はスタートから肝心な寺
田と高橋を敵に廻わして始められた。主役の寺田と高橋の出席しない建設協議
会で百万都市建設が練られていた。7市26町村合併の瓦解を県が認めた38年1
．目11日の建設協議会の模様を新聞は「論議は皮肉にも協議会が発足以来はじめ
　　　　　　　くア　　ての真剣さだった」と報じた。三木が寺田や高橋と膝を交えて話し合わず専ら
市議会の議決を督促し議決の執行を迫るという方法を取ったことが瓦解の原因
である。水島工業地帯の背後地整備として太陽と緑と空聞に恵まれた広域的多
核都市を建設するのであれば岡山と倉敷の合併が中心であり最初でなければな
らない、それ以外の市町村の合併は岡山・倉敷両市の合併に比較すれば容易で
ある。二二の市町村をどの程度合併に含めるかは岡山・倉敷両市の意向を確め
つつ適宣決定すればよい。中心から周辺へ及ぼすべきものを、まず周辺を固
（71）第7巻第3・4号、82ページの注7を参照のこと。
（72）毎日新聞岡山版、38年1月12日
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め、しかる後に申心に迫ろうとして失敗した。三木は寺田や高橋と共同作業を
行わず独自にマスタープランを作成し公表した。寺田や高橋にすれば相談もな
しに作られた物を押し付けられたことになる。建設協議会に出席してみても、
寺田や高橋にしてみれば招きたくなかった周辺市町村と押し町尽を繰り返さね
ばならないだけである。高橋としては岡山市と合併することは好む，ところでは
ない。もし三木が寺田の岡山市を申心とする広域都市構想を受け入れて寺田と
手を組むことに成功していたら、高橋は孤立し三木と闘うことはできなかった
であろう。百万都市構想は三木独自の構想であり調査研究は県のスタッフにし
て始めて可能であり、マスタープランを県が作成し市町村に提示するのはやむ
を得なかったとしても、寺田や高橋の行動に対する対応策を三木に助言する責
任が県の幹部にあった筈である。人事権を握っている知事に悲観的な情報や判
　　　　（73）断を進言することは困難である。三木が大合併を推進した時期は3選目の嘉言
であり、三木は県の全分野の行政について幹部職員の誰よりも経験を積み見識
を持っていた。そして選挙の度に県内各地を遊説し心土のすみずみにわたって
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（74）実状を把握していた。きらに三木は県議会の与野党とマスコミから支持を受け
ていた。三木は政治生命を賭けた水島工業地帯の造成と工場誘致に成功した。
その上合併推進運動のき中に岡山県で行われた国民体育大会は東京オリンピッ
クを控えて全国から注目を浴び、大きな成功を納め、マスコミがこれを高く評
価した。この時期の三木には、できないことがなかったといってよいであろ
（73）社会党の広岡敏孝は38年3月6日の県議会の質問の中で「今度の県南広域都市の進
　め方については私は県の部課長さんの中にすらやはりこの問題についてはもう少し考
　えたやり方があっtんじゃないか、こういう考えをもっておられた方があります。し
　かしながらそういう人の意見というものは知事さんのところまで届いておらんと思い．
　ます。そこで私は権力を持っている者が長い間その権力をもつと、自分が自覚すると
　しないとにかかわらず外からはですね、非常に強力なものに見えてですね、その人に
　対して気に入らないことがいいにくいようなそういうふん囲気ができるのでありま
　す。」と述べている。（昭和38年2月定例岡山県議会会議録、第3号、2ページ）
（74）三木自身が38庫3月6日に県議会での答弁の中で「新聞、雑誌、ラジオ、テレビと
　いうようなものもこのくらい協力をしてくださったことはないでありましょう。」と
　述べている、（昭和38年2月定例岡山県議会会議録、第3号、12ページ）
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う。所在不明になるまで高橋を三木は信じていたといわれている。もし悲観的
情報や分析や苔言に耳を傾けなかったとしたら瓦解の原因は三木自身にあった
といってもよいであろう。高橋は市議会が合併を議決した以上、万策尽きたと
して議決を執行しても、大原も致し方ないものと認めるであろうし、彼を支持
した市民も同情こそすれ決して非難することは無いであろう、高橋が議決を執
行すれば寺田はただ一人孤立しても木執行を貫き得たかは疑わしい。高橋は所
在をくらますという手段をもってまで三木に対抗したのは何故であろうか。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（75）三木と高橋の仲は県議会で三木が高橋を「私の相棒」といい、親しい者には
「黒ん坊」とあだなで呼ぶ程であった。それ程高橋は三木に密着していた。し
かしそれは三木が水島開発に奔走したことが高橋の利益に一致したからであ
る。高橋は水島を工業地帯として開発するため戦時申に三菱重工の水島航空機
製作所が立地していた福田・連島両町を倉敷市に合併し、三菱の専用鉄道であ
　　　　　　　　　　　くアのった水島鉄道を買収した。高橋が始めた水島の工業開発を後から来た三木が応
援しやがて三木が水島開発の主役となり高橋は脇役となった。第2表（第7巻
第3・4号，77殴一ジ）に示したように28年度から44年度までに水島に投入された
公共投資額のうち県費は60．8パーセントで市費は22．5パーセントである。三木
が県費を投じて基盤整備を行い大企業を誘致すれば倉敷市の行財政力は強化き
れ、倉敷市長の高橋の地位は向上する。水島開発が進展するにつれて三木はマ
スコミに華やかに登場し高橋は常に三木の影にいたが、工場が稼働の時期に入
れば収獲を手に入れる主役は第21表が示すように三木よりむしろ高橋である。
水島開発とそれに伴う倉敷市の地位向上のために高橋は三木を利用していたと
いえよう。ところが百万都市が実現し倉敷が新岡山市に合併きれれば、慮りに
三木の後押しによって高橋が新市の市長になり得ても実質的には三木が新市の
市長であり高橋は助役に過ぎなくなる。高僑としては議決を執行して三木の下
（75）岡山県議会、37年12月定例会議会議録、第1号、23ページ
〈76）水之江季彦・竹下昌三『水島工業地帯の生成と発展』風間書房、46年、141～160、
　171～178ページ
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風に立つ気持はなかったのであろう。
　三木の百万都市構想に対して自治省の申には前述のように賛否両論があった
というよりむしろ批判的な意見が多かった。地元で手続きが整い国に申請が出
されれば受け付けるが、三木の側に付いて地元を説得して合併を実現させる程
の意思はなかった。百万都市論はもともと自治省から出たものであるから、う
まく行けば応援し紛糾すれば手出しをしないという自治省の日和見的な態度を
三木は極めて不満に思ったであろう。決してミスをしない安全第一主義をとっ
た自治省も、寺田と高論の議決の不執行に直面すると動かざるを得ず小林が調
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（77）停案を提示した。しかし既に時間切れ目前であった。しかも小林調停案は段階
案と呼ばれたように、7市26町村合併という最終段階への前段階として岡山申
心の備前ブロックの合併と倉敷中心の二二ブロックの合併を提案したものであ
ったが、蘇目標である備前ブロックと備中ブロックの合併については具体的提案
を含んでいなかった。このため事態を解決し得なかった。
　あとがき　本稿は当初の予定では7市26力町村合併の瓦解以後についても、倉敷・玉
島・児島3市の合併、岡山市への周辺市町村の編入、広域生活圏構想と岡山県陸圏域、岡
山・禽敷両市を中心とする隣接市町村の相互協力方式等を、引続いて執筆するつもりで
あったが、これらの事項については調査に相当の期間を要するので、百万都市建設を目
指した広域合併の流産迄で筆を欄くこととする。
　資料を提供して下さった方々やきき取り調査に応じて下さった方々に厚くお礼を申し
上げたい。文中敬称を省略したが、お許しいただきたい。また6回にわたって掲載させ
て下さった経済学科の同療の皆さんにもお礼を申し上げます。
（77）当時自治省行政局長であった佐久間彊は筆者に「自治省が出した調停案は、三木さ
　んの顔を立てるために出したもので、将来備前ブロックと備申ブロックとを合併させ
　るためのものではなかった。」と語った。
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